
　

タイトル
都心商業地域での路上駐車のアイドリング行動に関す

る基礎的研究

著者
吉田, 文夫; 堂柿, 栄輔; 佐藤, 哲身; YOSHIDA,

Fumio; DOGAKI, Eisuke; SATO, Tetsumi

引用 北海学園大学工学部研究報告(40): 105-118

発行日 2013-02-12



都心商業地域での路上駐車の
アイドリング行動に関する基礎的研究

吉 田 文 夫＊・堂 柿 栄 輔＊＊・佐 藤 哲 身＊＊＊

Basic Study on Idling Action of the On-the-Street Parking

in the Downtown Area Business District

Fumio YOSHIDA＊, Eisuke DOGAKI＊＊ and Tetsumi SATO＊＊＊

要 旨

今日，環境問題は社会，経済，技術等多くの分野での主要課題となっているが，社会資

本整備を責務とする土木工学においても全く同様である．この中で，道路交通の分野での

環境対策は，騒音や振動の防止等多岐にわたるが，CO２の排出削減も大きな課題である．

これに対し低燃費化や電気自動車等の開発が主に機械工学の分野で進められているが，交

通管理上の施策も重要であろう．

本研究は，路上駐車に伴うアイドリングの実態について，調査データに基づき，いくつ

かの交通特性との関連を統計的に分析し，その特徴を示した．調査地域は札幌市都心部の

駐車場整備地区内（商業地域）である．

１．研究の目的

今日，環境問題は社会，経済，技術等多くの分野での主要課題となっているが，社会資本整

備を責務とする土木工学においても全く同様である．この中で，道路交通の分野での環境対策

は，騒音や振動の防止等多岐にわたるが，CO２の排出削減も大きな課題である．これに対し低

燃費化や電気自動車等の開発が主に機械工学の分野で進められているが，交通管理上の施策も

重要であろう．

本研究は，路上駐車に伴うアイドリングの実態について，調査データに基づき，いくつかの

交通特性との関連を統計的に分析し，その特徴を示した．調査地域は札幌市都心部の駐車場整
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備地区内（商業地域）である．

２．既存研究について

交通と環境（低炭素社会）に関する研究動向を，１９９０年以降の約２０年について，土木学会論

文集２）～７），土木計画学研究・論文集８）～２２），都市計画論文集２３）～３７），交通工学３８）～４４）及び国際交通安

全学会誌４５）～４７）を対象に概観する．

路上駐車のアイドリングに伴う燃料消費及びCO２排出を主題とした研究は参考文献１），２）であり

限られるが，本研究のテーマは大きく交通と環境（低炭素社会）に含まれるものであり，この

分野の研究全体を理解する意味で参考文献を示した．従って参考文献には学術論文に限らず主

要な報告や解説も加えた．

これらの研究は，①都市の居住形態と交通機関利用（自動車・公共交通）との関連をテーマ

とした研究３）４）５）９）１４）１５）２０）２３）２５）２７）３０）３１）３２）３３）３４）３５）３６），②公共交通等交通機関分担の工夫による低炭素化社会

の実現に関する研究８）１８）２２）２６）２８），③物流との関わりに関する研究１６）２９）３７），④自動車の走行特性や燃

料消費に関する研究６）７）１１）１２）１３）２１）２４）３８）４０）４３），⑤税制や推計の方法論，航空機のCO２排出に関する研

究１０）１７）１９）４４）がある．さらに⑥環境都市や地球温暖化について３９）４１）４２）４５）４６）４７）の報告資料がある．

地球温暖化問題に対し，我が国では１９９０年に「地球温暖化防止行動計画（閣僚会議決定）」

が示され，１９９８年には「地球温暖化対策の推進に関する法律」が定められており，学術研究も

この時期を前後に公表され始めた．①の研究は，都市のコンパクト化やダルシフト，つまり個

別交通手段である自動車から都市構造等をキーワードに，土地利用の観点から低炭素化社会の

実現を意図した研究である．②はモー公共交通への転換によるCO２削減をテーマとした研究で

ある．③は共同デポやトラック輸送，車両巡回計画等物流に係わる排出ガス対策に関する研

究，④はガソリン消費量モデルや道路整備，旅行速度をキーワードに，道路走行環境と燃料消

費等の関係を示すもの，⑤は二酸化炭素排出量の推定に関する方法論や，税制度の関連に関す

る分野の研究である．また⑥は学術論文ではないが，専門学術誌での報告，論評及び資料であ

る．雑誌「交通工学」では２００５年，２００７年及び２００９年に地球温暖化と交通，環境モデル都市等

のテーマで集中的な特集を行っている．また「国際交通安全学会誌」では，１９９８年，２００４年及

び２００７年に規制・基準と環境・エネルギー，地球環境時代の交通等の特集で論評や提言が行わ

れている．

本研究は路上駐車のアイドリング現象に限った調査研究であり直接の参考文献はないが，広

くは④の研究分野に位置づけられよう．

３．調査の概要

調査の概要を表－１に示す．調査は平成２０年と平成２２年に延べ１２日間行った．調査方法
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は，８：００～１９：００の時間帯での連続時間（ナンバープレート）調査であり，両年計３，４９３台

の記録を得た．対象は全ての四輪自動車である．札幌市の駐車場整備地区は都心部を中心に約

１．６�の方形（PT調査での都心小ゾーン２つ）であり，調査場所はほぼその中央に位置する延

長約８００mの街路である．沿道施設の用途別床面積等は算出していないが，平成２０年は主に業

務系，平成２２年は商業系地区での調査である．

４．記録項目とカテゴリー分類

調査では１５項目ほどの駐車特性を記録したが，このうち本分析に関係する記録項目を表－２

に示す．②～⑪はアイドリングの有無を説明するであろう変数である．内容は以降の分析にて

説明する．

項 目 内 容

日時 平成２０年６月～１０月平日 n＝２，１８１
平成２２年９月平日 n＝１，３１２
調査時間帯 ８：００～１９：００

場所 札幌市都心部：駐車場整備地区
街路延長 約８００ｍ
平成２０年度 業務系地区
平成２２年度 商業系地区

調査 平成２０年度 ２，１８１台
台数 平成２２年度 １，３１２台 計３，４９３台

項 目 カテゴリー分類

①アイドリング 「継続」，「停止」他３分類

②駐車時間長 「着時刻」，「発時刻」

③車 種 「乗用車」，「トラック」他７分類

④目 的 「業務」，「配達」他９分類

⑤放置／非放置 「放置」，「非放置」他３分類

⑥荷扱い量 「少量」，「中量」，「多量」他４分類

⑦荷扱い回数 「１回」，「２回」他４分類

⑧用務先距離 「直近」，「他街区」他４分類

⑨自家用／事業用 「自家用」，「事業用」２分類

⑩非常点滅表示灯 「点灯」，「非点灯」他３分類

⑪ドライバー性別 「男性」，「女性」２分類

表－１ 調査の概要

表－２ 記録項目とその分類

１０７都心商業地域での路上駐車のアイドリング行動に関する基礎的研究

：】Ｓｅｒｖｅｒ／北海学園大学工学部研究報告　　　１３３線／第４０号／本文　，．／１０５～１１８　０１　都心商業地域での  2013.01.22 19.14.37  Page 107 



0%

20%

40%

60%

80%

100%

1.3 2

22.8
35.9

39.4

62.1

36.5

0%

20%

40%

60%

80%

100%

4.4 8.2

41.5

77.27.9

14.6

46.3

５．分析結果

５．１ アイドリングの現状

（１）アイドリング駐車の分類と割合

図－１及び図－２に全車種のアイドリングの状況を示す．図－１は台単位の集計結果，図－

２は台分単位の集計結果である．共に縦軸は，「アイドリング停止」，「アイドリング継続」，

「アイドリング断続」３分類の構成比（％）であるが，「アイドリング継続」は更に「５分未満

継続」と「５分以上継続」に分類した．また「アイドリング断続」は，特に長時間の駐車にみ

られるアイドリングの停止と継続の繰り返し駐車である．これらは少数ではあるが，アイドリ

ング現象の実態として示した．横軸の「全」はアイドリング停止を含めた各分類の構成比

（％），「アイドリング継続」はアイドリング停止を除いた分類の構成比（％）である．これよ

り，

①図－１「全」の「アイドリング停止」割合は３６．５％，従って６３．５％，約２／３の路上駐車はア

イドリングを継続していることが分かる．ここで「アイドリング継続」では，５分未満の停車

が６２．１％，５分以上の駐車（断続含む）は３７．９％である．道路交通法では５分未満の停車は合

法であり路上駐車規制の対象ではない．従って非放置を対象とした現在の駐車規制では，アイ

ドリング駐車の約６割は合法的に残り続けることになる．

②図－１「全」と図－２「全」の比較では，「５分未満継続」の割合が３９．４％から７．９％に減少

する．台分単位の集計は，台×駐車時間（分）の比較であり，台数が多くても駐車時間が短け

れば値は小さくなり，この様な結果となる．一方「アイドリング停止」の割合は，図－１の

３６．５％から図－２では４６．３％と増加する．これは「アイドリング停止」の駐車時間の平均値

が，全体のそれより長いことを意味する．また図－１「全」で２２．８％であった「５分以上継

続」駐車の割合は，図－２「全」では４１．５％と１．８倍の値となる．本研究での観測方法は連続

時間調査であるが，定時による断続調査では路上駐車の約４割がアイドリング状態となる．

図－１ 台単位のアイドリング割合 図－２ 台分単位のアイドリング割合
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③図－２「アイドリング継続」では，「５分以上継続」の割合が７７．２％であり，「断続」も含め

ると８５．４％となる．これは長時間駐車のアイドリング時間量が大なることを顕著に示す．

（２）短時間駐車のアイドリング率

表－３に駐車時間５分未満の１，９５２台について，アイドリング「停止」，「継続」，「断続」３

分類の実数と構成比（％）を台及び台分単位の集計値で示す．これより，

①台単位での「停止」割合は２９．０％であり，図－１「全」の３６．５％より７．５％少ない．一般に

５分程度の駐車ではアイドリング継続が普通であることを考えれば，この値は理解しやす

い．２９．０％の大小評価は一概ではないが，５分未満の短時間駐車でも約３割がアイドリング停

止を行っていることは，今後これを拡大しうる可能性を示唆する．

②台分単位での「停止」割合４２．３％は，台単位での２９．０％より１３．３％大きい．これは５分未満

の短時間駐車の中でも，駐車時間がより長いものの「停止」割合が大きいことを意味する．

５．２ 車種別アイドリング率

図－３に（a）車種の構成比（％）と，（b）アイドリングを継続した車種の構成比（％）を

台単位集計で示す．横軸「（a）車種構成」は，観測３，４９３台の車種構成比（％）であり，「（b）

分類 停止 継続 断続 計

台単位

実数（台） ５６７ １．３７４ １１ １，９５２

構成比（％） ２９．０ ７０．４ ０．６ １００

台分単位

実数（台分） １，８６８ ２，５０８ ３８ ４，４１４

構成比（％） ４２．３ ５６．８ ０．９ １００

表－３ ５分未満の停車のアイドリング分類

図－３ 車種の構成割合

１０９都心商業地域での路上駐車のアイドリング行動に関する基礎的研究
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アイドリング車種構成」はアイドリングを継続した（＝「継続」＋「断続」）２，２１１台の車種構

成比（％）である．両者の構成比の比較では，乗用車，RV車及び商用車では大きな違いがな

いのに対し，タクシーとトラックでは値が異なる．この理由は，図－４（車種別アイドリング

割合）に示すように，タクシーのアイドリング率が９４．４％と高いこと，逆にトラックではアイ

ドリング率が４１．８％と低いことによる．ここでアイドリング率は式－１とした．

アイドリング率（％）＝�
�
���� 式－１

ここで，

A：（「継続」＋「断続」）台 or 台分

B：（A＋「停止」）台 or 台分

トラックのアイドリング率の低さは，事業者による燃料費削減の自助努力や運輸業界全体で

アイドリングストップが強く奨励された結果であろう．一方タクシーでのアイドリング率の高

水準は，乗客のための冷房の必要性や客待ち行列の小刻みな移動のため，また事業費に占める

燃料費の割合が小さいこと等が要因であろう．しかしトラックでも事業用のアイドリング率は

自家用より２０％（図－４中事業用３４．８％，自家用５５．９％）程度低く，業界全体として取り組む

ことの効果は大きい．

５．３ 目的別アイドリング率

表－４に目的別（タクシーと路線バスを除く）駐車台数（台）の構成比（％）と，アイドリ

ング率R.idle（％）及び平均駐車時間Av.t（分）を示す．平均駐車時間Av.tは，「停止」と「継

続」（断続を含む）別に示した．目的分類は，「その他」を含め８分類であるが，「業務」，「配

達」，「工事作業」，「私用」，「送迎」の６分類で９０．０％を占める．他に少数ではあるが「食

事」，「休憩」等の分類も実態として示した．また図－５は各目的のアイドリング台及び台分集

図－４ 車種別アイドリング割合

吉 田 文 夫・堂 柿 栄 輔・佐 藤 哲 身１１０
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計の構成比（％）である．これより，

①「送迎」目的のアイドリング率は最も高く，８５．９％である．この目的の駐車時間の平均は

「停止」が１６．７分，「継続」は５．７分であり，長時間の駐車では「停止」となる傾向がある．一

般に「送迎」では，「送り」は降車のみであり短時間の「継続」駐車となるが，「迎え」では待

ち時間が長く「停止」となる割合が大きい．図－５より全目的に占める「送迎」の台数割合は

２６．２％であり，「配達」目的に準じる大きな割合を占める．平成１８年より施行された民間監視

員による違法駐車の確認は主に放置自動車が対象であり，ドライバーが乗車する長時間駐車は

規制の対象となりにくい．このことは交通管理上の大きな問題である．

②「配達」目的でのアイドリング率は，４３．１％であり平均より低い．駐車時間は，「停止」及

び「継続」ともに１０分程度であり，効率的な路側占有である．しかし台分単位の構成比（図－

５）は３４％であり，路上駐車のアイドリングの大きな割合を占める．

③「業務」及び「私用」目的の駐車時間は，「停止」１２分程度，「継続」９分前後と，ほぼ同様

の値である．また台及び台分構成比（図－５）も大きな違いはなく，この２つの目的のアイド

分類
構成比
（％）

R.idle
（％）

Av.t（分）

「停止」 「継続」

業務 ２１．１ ４１．７ １２．２ ８．３

配達 ３４．４ ４３．１ １０．３ １０．１

工事／作業 ０．８ ５７．１ １２．７ １２．３

私用 １７．２ ４８．５ １２．１ ９．０

送迎 １６．５ ８５．９ １６．７ ５．７

休憩 ７．０ ７２．４ １２．７ ８．８

食事等 ０．１ ２５．０ ２０．０ ６．０

その他 ２．９ ８３．３ １１．３ ６．９

計 １００ ５４．１ １１．６ ８．２

表－４ 目的別統計値

図－５ 目的別アイドリング割合

１１１都心商業地域での路上駐車のアイドリング行動に関する基礎的研究
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リン行動は同様の傾向を示すが，アイドリング率は「私用」のほうが６．８％高い．

５．４ 駐車時間長別アイドリング率

図－６に駐車時間長別のアイドリング分類を示す．図の横軸は駐車時間長（分），縦軸はア

イドリング分類の構成比（％）である．この集計では，車種を乗用車，RV車，商用車及びト

ラックに限定し，アイドリング率の高いタクシーの影響は除いた．一般に駐車時間の長さとア

イドリング率は負の相関が予想されるが，各駐車時間長でのアイドリング率は，「～５分」で

は６１．７％，「～１５分」では４５．３％，「～３０分」では４５．４％，「～６０分」では４６．３％であり，「～１５

分」～「～６０分」の駐車（破線楕円）でアイドリング率は４５％前後とほぼ一定であることが分

かった．

また各駐車時間長毎のアイドリング時間を集計した数値を表－５に示す．台単位はアイドリ

ングを継続（断続を含む）した台数（台）（n１），（n２）はその構成比（％）である．台分単位は

台分の集計値（m１），（m２）は構成比（％）である．これより台単位で６１．１％を占める「～５

分」の駐車の台分集計値１６．９％に対し，台単位で２６．１％の「～１５分」の台分集計値は３０．２％，

さらに「～３０」～「～６０分」のそれが４３．０％であり，少数の長時間駐車によるアイドリング時

間の量が指摘できる．

時間長 －５ －１５ －３０ －６０ ６０－ 計

台単位

（n１） ８８１ ３７６ １１８ ５６ １１ １，４４２

（n２） ６１．１ ２６．１ ８．２ ３．９ ０．８ １００％

台分単位

（m１） １，９４２ ３，４７７ ２，５１１ ２，４３８ ５７７ １１，５２２

（m２） １６．９ ３０．２ ２１．８ ２１．２ ５．０ １００％

図－６ 駐車時間長別アイドリング率

表－５ 駐車時間長別のアイドリング台及び台分

吉 田 文 夫・堂 柿 栄 輔・佐 藤 哲 身１１２

：】Ｓｅｒｖｅｒ／北海学園大学工学部研究報告　　　１３３線／第４０号／本文　，．／１０５～１１８　０１　都心商業地域での  2013.01.22 19.14.37  Page 112 



0

20

40

60

80

100

(

%)

６．駐車特性とアイドリング率の統計分析

６．１ 車種分類とアイドリング率

表－６と図－７に車種別駐車時間長別アイドリング率を示す．車種分類の乗用車系は乗用車

とRVである．これより以下のことが分かる．

①タクシーのアイドリング率の平均は９４．５％であり，駐車時間にかかわらず高い．６０分を超え

る駐車でもアイドリング率は７５％である．

②乗用車系のアイドリング率の平均は６１．１％，商用車では４７．４％，トラックでは４０．９％であ

り，人の運送の用に供する自動車のアイドリング率が貨物のそれより高い傾向がある．

③乗用車系，商用車及びトラックのアイドリング率は，駐車時間の増加に伴いほぼ単調に減少

するが，乗用車では「～１５分」～「～６０分」の時間帯でアイドリング率はほぼ同じである．一

方トラックでは，「～１５分」より「～３０分」のアイドリング率が４．９％高い．

ここで，車種と駐車時間長によるアイドリング率の違いについて，二元配置の分散分析結果

を表－７に示す．これより，

④時間差と車種差のばらつきが１％で有意となった．これよりアイドリング率の説明変数とし

て駐車時間と車種分類は有意であることが分かる．

分類 －５ －１５ －３０ －６０ ６０－ 平均

乗用車系 ６８．７ ５１．５ ４９．３ ５２．９ ２３．５ ６１．１

商用車 ５３．０ ４４．１ ３３．３ ３３．３ ０ ４７．４

トラック ４８．６ ３４．１ ３９．０ ２５．９ ２０．０ ４０．９

タクシー ９５．７ ９１．４ ９５．２ ９４．６ ７５．０ ９４．５

平均 ６９．０ ５２．０ ５６．７ ５５．９ ２８．１ ６１．７

表－６ 車種別アイドリング率（％）

図－７ 車種別アイドリング率（％）

１１３都心商業地域での路上駐車のアイドリング行動に関する基礎的研究

：】Ｓｅｒｖｅｒ／北海学園大学工学部研究報告　　　１３３線／第４０号／本文　，．／１０５～１１８　０１　都心商業地域での  2013.01.22 19.14.37  Page 113 



６．２ 駐車特性とアイドリング率の統計的考察

アイドリング率をいくつかの説明変数から推定するモデル式を想定するとき，説明変数の統

計的有意性を確認する必要がある．ここでは，説明変数として表－２の③～⑪の要因につい

て，分散分析またはt検定により有意性の確認を行った．この結果を表－８に示す．カテゴ

リー数が３以上の③，④及び⑥～⑧については分散分析，カテゴリー数が２つの⑤及び⑨～⑪

はt検定により有意性の検定を行った．分散分析での時間長区分（５カテゴリー）は全て同じ

である．

分散分析の結果から，

（a）目的５分類（業務（荷無し），配達，工事作業，私用，送迎）はアイドリング行動の説明

変数として有意となった．アイドリング率等の特徴は，表－４及び図－５のとおりである．一

方「駐車時間」は有意とならなかった．

（b）荷扱い量４分類（荷無し，少量，中量，多量）は，荷扱い量と時間長共に有意となっ

た．アイドリング率は，荷扱いの増加に伴い低下する傾向がある．一方，荷扱い回数５分類

（０回，１回，２回，３回，４回以上）は有意とならなかったが，回数の増加に伴いアイドリ

変動因 平方和 自由度 分散 分散比

時間差 ５，３３９．９ ４ １，３３５．０ １５．０＊＊

車種差 ８，５６６．７ ３ ２，８５５．６ ３２．２＊＊

誤 差 １，０６５．１ １２ ８８．８

全 体 １４，９７１．７

要 因 カテゴリー数 ＊５％，＊＊１％，×有意にあらず

【分散分析（二元配置）】

③車種 ４ 車種＊＊（時間＊＊）

④目的 ５ 目的＊＊（時間×）

⑥荷扱い量 ４ 荷扱い量＊＊（時間＊＊）

⑦荷扱い回数 ５ 荷扱い回数×（時間＊）

⑧用務先距離 ５ 距離＊＊（時間＊＊）

【t検定（平均値の差の検定）】

⑤放置／非放置 ２ t検定＊＊

⑨自家用／事業用 ２ t検定×

⑩非常点滅表示灯 ２ t検定＊，１％×

⑪性別 ２ t検定×

表－７ 分散分析表（＊５％有意，＊＊１％有意）

表－８ 駐車特性とアイドリング率の関係
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ング率は低下の傾向である．

（c）用務先距離５分類（乗降無，直近，街区内，対面街区，他街区）は，距離及び時間共に

有意となった．５分類は目的地までの距離の順序尺度であるが，距離の増加に伴い，アイドリ

ング率は下がる．

またt検定（平均値の差の検定）の結果から，

（d）平均値の差が有意となったのは，放置／非放置と非常点滅表示灯である．放置／非放置の

分類は道路交通法第五十一条の四「放置車両」の定義による．この分類によるアイドリング率

の平均は，放置では３４．８％，非放置では７８．２％である．非放置でのアイドリング率は，「～５

分」～「６０分～」の各駐車時間で一様に高く，６０分以上の長時間駐車でも６２．５％（放置７．１％）

であった．

非常点滅表示灯（道路運送車両の保安基準第四十一条の三）は，通称ハザードランプといわ

れ非常時での他交通への警告に用いられるが，駐車中に点灯されること例も多い．この点等の

有無によるアイドリング率の違いは，点灯では５８．３％，消灯では４４．４％であり，点灯のアイド

リング率が高く，６０分以上の長時間駐車でのアイドリング率は点灯３７．５％（消灯２０．０％）であ

る．

（e）自家用／事業用の別と性別（ドライバー）によるアイドリング率の違いは，統計的な差が

確かめられなかった．

７．まとめ

路上駐車に伴うアイドリングは最も不要不急の燃料消費であるが，個々人にとってはその費

用は実感しにくい．またそれが業務に伴う事業所等の負担であればなおさらである．道路交通

法による駐車規制では，放置と非放置の区分による規制の強化が平成１８年以降進められている

が，CO２の排出削減を国家的施策するならば，駐車に伴うアイドリングについても規制指導が

必要であろう．
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分析，土木計画学研究・論文集２１，No．２，２７７－２８２，２００４．９，土木学会

１４）今村麻希・森本章倫・古池弘隆・中井秀信：都市形態からみた家計部門の電力消費量と自動車のエネル

ギー消費量に関する研究，土木計画学研究・論文集２１，No．２，２８３－２８３，２００４．９，土木学会

１５）紀伊雅敦・湊清之・廣多恵子：トラック輸送効率化によるCO２削減効果のマクロ的分析，土木計画学研

究・論文集２０，No．４，７６１－７６６，２００３．９，土木学会

１６）平島浩一郎・古屋秀樹・河嶋弘尚：自動車排出ガス量低減のための車両巡回計画問題に関する研究，土木

計画学研究・論文集１９，No．２，２７５－２８２，２００２．９，土木学会

１７）宮田譲・佐藤浩樹：二酸化炭素排出問題の動学一般均衡分析，土木計画学研究・論文集１６，４３１－

４４２，１９９９．９，土木学会

１８）加藤博和・林良嗣：都市旅客交通に伴うCO２排出メカニズムの定式化と実際都市への適用に関する基礎的

研究，土木計画学研究・論文集１６，４４９－４５４，１９９９．９，土木学会

１９）自動車関連税制の変更による燃料消費量削減効果の推計手法の開発，土木計画学研究・論文集１６，４５５－

４６４，１９９９．９，土木学会

２０）鳴井聡・中村隆司・岩崎征人：家庭のガソリン消費と都市の形態に関する研究，土木計画学研究・論文集

１５，２６７－２７４，１９９８．９，土木学会

２１）伊藤雅・石田東生：ガソリン消費量モデルによる乗用車利用の地域・時系列特性の把握，土木計画学研

究・論文集１３，５２５－５３４，１９９６．９，土木学会

２２）林良嗣・加藤博和・木本仁・菅原敏文：都市旅客交通のモーダル・シフト政策に伴うCO２排出量の削減効

果の推計，土木計画学研究・論文集１２，２７７－２８２，１９９５．８，土木学会

２３）植田拓磨・山室寛明・谷口守：サイバースペースの空間代替が自動車CO２排出量と都市内滞留時間に及ぼ
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す影響，都市計画論文集Vol．４３．No３．７６３－７７４，２０１１．１０，都市計画学会

２４）松橋啓介・米沢健一：地域の旅行速度が乗用車からのCO２排出量に与える中期的影響に関する研究，都市

計画報告集No８．６４－６９，２０１０．４，都市計画学会

２５）米沢健一・松橋啓介：自治体規模の違いによる自家用乗用車のCO２排出量変化の要因分析，都市計画論文

集Vol．４３－３．１０９－１１４，２００９．１０，都市計画学会

２６）松本幸生：公共交通利便性に着目したガソリン価格が交通行動・運転行動に及ぼす影響分析，都市計画論

文集Vol．４３－３．５２３－５２８，２００９．１０，都市計画学会

２７）谷口守・松中亮治・平野全宏：都市構造から見た自動車CO２排出量の時系列分析，都市計画論文集Vol．４３

－３．１２１－１２６，２００８．１０，都市計画学会

２８）松橋啓介：低炭素社会に向けた交通システムの将来ビジョンの構築について，都市計画論文集Vol．４２－

３．８８９－８９４，２００７．１０，都市計画学会

２９）高橋洋二・兵藤哲朗・古池龍太：業務地区における物流共同化方策が交通・環境へ及ぼす効果に関する研

究，都市計画論文集No３８－３．３６１－３６６，２００３．１０，都市計画学会

３０）小島浩・吉田朗・森田哲夫：交通・環境負荷を小さくする都市構造と都市施策に関する研究，都市計画論

文集No３８－３．５５３－５５８，２００３．１０，都市計画学会

３１）藤原章正・岡村敏之：広島都市圏における都市形態が運輸エネルギー消費量に及ぼす影響，都市計画論文

集３７．１５１－１５６，２００２．１０，都市計画学会

３２）新田保次：黄靖薫：二酸化炭素排出量とアクセシビリティからみた自動車重視型道路配置地区の評価，都

市計画論文集３６．５４７－５５２，２００１．１０，都市計画学会

３３）杉田浩・関野達也・谷下雅義・鹿島茂：交通エネルギー消費量，交通費用，都市整備・維持費用からの都

心居住と郊外居住の比較分析，都市計画論文集３５．２４７－２５２，２０００．１０，都市計画学会

３４）森本章倫・古池弘隆：公共交通のエネルギー消費の効率性と都市特性に関する研究，都市計画論文集

３５．５１１－５１６，２０００．１０，都市計画学会

３５）堀裕人・細見明・黒川洸：自動車エネルギー消費量から見たコンパクトシティーに関する研究，都市計画

論文集３４．２４１－２４６，１９９９．１０，都市計画学会

３６）森本章倫・古池弘隆：都市構造が運輸エネルギーに及ぼす影響に関する研究，都市計画論文集３３．６８５－

６９１，１９９８．１０，都市計画学会

３７）�英平・高田邦道・岐美宗：都市内物流の削減と円滑化のための共同物流デポ計画－特に，二酸化炭素排
出の少ない交通体系の形成の観点から－，都市計画論文集２９．６７－７２，１９９４．１０，都市計画学会

３８）下川澄雄・福田敦・森田綽之・石坂哲宏：高速道路における自動車の走行状態別CO２排出量の推計，交通

工学Vol４４．No４．７６－８５，２００９．７，交通工学研究会

３９）交通工学研究会：特集「環境モデル都市」，交通工学Vol４４．No２．２００９．３，交通工学研究会

４０）今西芳一・石田東生・算文彦：道路整備後の交通量・CO２排出量の短期的変化に関する実証的研究，交通

工学Vol４３．No３．５３－６３，２００９．３，交通工学研究会

４１）交通工学研究会：特集「地球温暖化と交通」，交通工学Vol４２．No６．２００７．１１，交通工学研究会

４２）交通工学研究会：特集「環境負荷の削減」，交通工学Vol４０．No４．２００５．７，交通工学研究会

４３）鹿島茂・横田久司・国領和夫・柴田直俊：燃料消費情報の提供による燃料消費量の削減効果の分析，交通

工学Vol４０．No３．７６－８３，２００５．５，交通工学研究会

４４）藤井聡・菊池輝・北村隆一：マイクロシミュレーションによるCO２排出量削減に向けた交通施策の検討：

京都市の事例，交通工学Vol３５．No４．１１－１８，２０００．７，交通工学研究会

４５）交通工学研究会：特集「地球環境時代の交通」，交通工学Vol３３．増刊号，１９９８．１０，交通工学研究会

４６）国際交通安全学会：特集「規制・基準と環境・エネルギーへの効果」，国際交通安全学会誌，Vol２９．No

２，２００４．１０（平成１６年１０月），国際交通安全学会

１１７都心商業地域での路上駐車のアイドリング行動に関する基礎的研究
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４７）国際交通安全学会：特集「地球環境問題と交通」，国際交通安全学会誌，Vol２２．No４，１９９７．３（平成９

年１０月），国際交通安全学会
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